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件名 沖縄県「がん登録事業」への「地域がん登録標準データベースシステム」の導入 

 

沖縄県がん診療連携協議会は、がん診療連携拠点病院の整備に関する指針（平成２０年３月１日

厚生労働省健発第０３０１００１号）に基づき、琉球大学医学部附属病院に置かれており、県の地

域がん診療連携拠点病院等、県内の医療機関関係者と患者関係者の委員による全県的な組織とし設

立されております。下部組織として、研修部会、がん登録部会、普及啓発部会、地域ネットワーク

部会、相談支援部会、緩和ケア部会の６部会が活動を行っております。本要望書はがん登録部会か

らの提案を受けて沖縄県がん診療連携協議会で審議され、ご依頼するものです。 

 沖縄県のがんによる死亡は逐年増加の一途をたどり、死亡順位の第一位を占め、県民にとって健

康上の大きな脅威となっております。 

 国では、平成１９年に「がん対策基本法」が施行され、同法に基づき「がん対策推進基本計画」

が策定され、その中で重点的に取り組むべき課題の一つとして「がん登録の推進」を掲げています。 

 沖縄県では、昭和６３年より県内の全住民に発生した全てのがんについて、発症から治療、死亡

に至るまでの全医療経過に関する情報を収集し、その情報を基に罹患率の測定、受療状況の把握等

を行い、がん予防の推進、がん医療の向上に役立てることを目的とした「がん登録事業」を行って

いますが、現状ではがん罹患の把握漏れが多く、本県のがん罹患の実態を把握しているとは言い難

い状況にあります。また、県独自のシステムの登録を行っているため、国が推進している「地域が

ん登録標準データベースシステム」と比較して、登録データの精度や、保守・運用面での安全性、

信頼性、継続性に乏しい現状となっております。 

 沖縄県内では、既に院内がん登録を行っている施設が１１施設あり、その内、国立がんセンター

が配信している院内がん登録支援ソフト「Hos-canR」を使用している施設が９施設あります。いず

れも、沖縄県におけるがん診療の中心となる施設です。また、「地域がん登録標準データベースシス

テム」は、「Hos-canR」からのデータインポート機能が備わっており、将来的には院内がん登録から

電子データの受け渡しが可能となります。 

「地域がん登録標準データベースシステム」を導入し、効率的かつ精度の高いがん罹患登録を行

うことにより、生存率の測定、がん予防・医療活動の評価、医療機関への情報サービス、がん疫学

研究などに大きな役割を果たすことが期待できます。更に、がんに係る医療活動や、県のがん対策

の企画立案、評価等に大きく資するものと思われます。 

 以上の理由により、国が推奨する「地域がん登録標準データベースシステム」を、沖縄県の「が

ん登録事業」に速やかに導入いただきますよう、ご要望いたします。 


